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大卒求人倍率

〒104-0054 東京都中央区勝どき1-13-1
株式会社 リクルートリサーチ
代表取締役社長　河野　栄子
TEL（03）3534-6300（代表）

【はじめに】
　リクルートリサーチでは、1984年から民間企業の新卒採用予定数を調査し、全国における大卒
求人数を推計、求人倍率を算出しております。
　本年も1998年３月卒業予定者についての集計結果がまとまりましたので、ここにご報告申し上
げます。本調査の結果が、関係各位の参考に供していただければ幸いです。

調　査　結　果　の　概　要

【全体】
●求人総数は67.5万人、求人倍率は1 68倍（昨年1 45倍）
［参考］
【文理別】
●理科系2.24倍、文科系1.34倍
【従業員規模別】
●中堅・中小企業は3.11倍、大手企業は0.54倍
【業種別】
●「流通業」「製造業」は求人難、「情報・サービス」「金融・保険」は就職難
●「金融・保険」は求人数は微増したものの、就職希望者が大幅減少（1.45万人減）したため、求人倍率
は0.54倍から0.87倍に上昇し、就職難和らぐ
【地域別】
●「首都圏」は1.19倍と最も低く、学生にとって狭き門

本調査に関するお問い合わせは、下記へお願い申し上げます。
株式会社　リクルートリサーチ　調査部
　　　　　　　マネージャー　皆川　弘之
　　　　　　　担　当　　　　若友　理恵
TEL（03）3534-6301（直通）

－学生１人あたりの企業からの求人数は1.68人－

千葉浩一
タイプライタ
＜移転のお知らせ＞　2009年6月22日より、下記に移転いたしました。〒100-6640 東京都千代田区丸の内1-9-2 グラントウキョウサウスタワー 電話：03-6835-9246

千葉浩一
四角形
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調査目的　1998年３月卒業予定者の大学生（大学院生を含む）に対する、全国の民間
企業の採用予定数から、大卒者の求人倍率を算出し、就職戦線における求
人動向の需給バランスを明らかにする。

調査対象　全国の主要企業5,852社

調査目的　1998年３月卒者の採用予定人数
　　　＊今年は学歴別の採用予定総数のみ尋ね、男女別の回答を求めていない。但し

本資料４頁の一昨年以前のデータは男女別に回答を求め、男女別の回答が
あった企業のみ抽出して集計している。

調査期間　1997年６月10日～６月20日

集計社数　3,065社
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　来春卒業予定の大学・大学院生に対する全国の民間企業の求人総数は、昨年（54.1万人）に
比べ13.4万人（24.7％）増加し、67.5万人となった。
　この結果、来春卒業予定の民間企業就職予定者（推計40.3万人）に対する求人倍率は昨年よ
り0.23ポイント上昇し、1.68倍となった。ピーク時の1991年卒（2.86倍）から５年連続で減
少していた大卒求人倍率は1996年卒の1.08倍を底に増加に転じ、２年連続の上昇となった（次
頁参照）。

　　　　■大卒求人倍率（全体／過去５年間）

●求人総数は67.5万人、求人倍率は1.68倍
全　体

求人倍率＝求人総数／民間企業就職予定者数

　　　　［求人倍率の定義］

4991 年
卒月３

5991 年
卒月３

6991 年
卒月３

7991 年
卒月３

8991 年
卒月３

　　　　数総人求 )A( 432,705 人 204,004 人 996,093 人 264,145 人 742,576 人

数者定予職就業企間民 )B( 005,623 人 008,233 人 002,263 人 008,373 人 000,304 人

職就るす対に数総人求
数足不過の者定予 )A-B( ▲ 437,081 人 ▲ 206,76 人 ▲ 994,82 人 ▲ 266,761 人 ▲ 742,272 人

　　　率倍人求 )B/A( 55.1 55.1 55.1 55.1 55.1 倍倍倍倍倍 02.1 02.1 02.1 02.1 02.1 倍倍倍倍倍 80.1 80.1 80.1 80.1 80.1 倍倍倍倍倍 54.1 54.1 54.1 54.1 54.1 倍倍倍倍倍 86.1 86.1 86.1 86.1 86.1 倍倍倍倍倍

計推るよにチーサリトールクリは数者定予職就業企間民）注
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●大卒求人倍率の推移（1987年卒～）
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1987年卒 1988年卒 1989年卒 1990年卒 1991年卒 1992年卒 1993年卒 1994年卒 1995年卒 1996年卒 1997年卒 1998年卒

■大卒求人総数・民間企業就職予定者数・求人倍率の推移

7891 卒年 8891 卒年 9891 卒年 0991 卒年 1991 卒年 2991 卒年 3991 卒年 4991 卒年 5991 卒年 6991 卒年 7991 卒年 8991 卒年

大

学

数総人求
）人（ 200,806 307,556 890,407 161,977 563,048 550,837 679,616 432,705 204,004 996,093 264,145 742,576

職就業企間民
数者定予 (人) 005,952 006,462 008,262 000,182 008,392 002,603 002,323 005,623 008,233 002,263 008,373 000,304

率倍人求 (倍) 43.2 84.2 86.2 77.2 68.2 14.2 19.1 55.1 02.1 80.1 54.1 86.1

＊ 6991 。るいてし出算を率倍人求、数総人求てしと象対をみの業企たっあの答回に別女男学大はでま卒年

）考参（

7891 卒年 8891 卒年 9891 卒年 0991 卒年 1991 卒年 2991 卒年 3991 卒年 4991 卒年 5991 卒年 6991 卒年 7991 卒年 8991 卒年

短

大

数総人求
）人（ 002,701 543,811 482,951 397,391 171,412 273,202 781,451 769,131 905,98 091,66 864,88 )824,331(

職就業企間民
数者定予 (人) 002,801 000,801 000,531 005,541 001,451 006,561 000,671 006,671 003,361 001,261 006,351 )005,941(

率倍人求 (倍) 99.0 01.1 81.1 33.1 93.1 22.1 88.0 57.0 55.0 14.0 85.0 )98.0(

＊ 7991 。みの子女はでま卒年
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　文理別にみると、求人総数は文科系では昨年より8.4万人（32.7％）増の33.9万人、理科系
では5.0万人（17.6％）増の33.6万人となった。求人総数は文理ともほぼ同数であるが、求人
倍率は文科系が1.34倍。理科系は昨年の1.96倍からさらに上昇し、２倍を超す高い倍率（2.24
倍）となった。
　昨年度からの伸びを比べてみても、理科系の上昇（0.28ポイント：1.96倍→2.24倍）は、文
科系の上昇（0.22ポイント：1.12倍→1.34倍）に比べて高くなっている。

■大卒求人倍率（文理別）

■求人増減率（文理別）

●理科系2.24倍、文科系1.34倍
　文理別　
参考

数総人求 )A( 職就業企間民
数者定予 )B(

るす対に数総人求
数足不過の者定予

)A-B(

率倍人求 A( ／ )B

系科文 452,933 人
336,552( 人)

000,352 人
006,722( 人)

▲ 452,68 人
(▲ 330,82 人)

43.1 倍
21.1( 倍)

系科理 399,533 人
928,582( 人)

000,051 人
002,641( 人)

▲ 399,581 人
(▲ 926,931 人)

42.2 倍
69.1( 倍)
計推るよにチーサリトールクリは数者定予職就業企間民）１注　　　　　　　　　　　　　　　　

値数の年昨は内）　（）２注　　　　　　　　　　　　　　　　

6991 年3 卒月
数総人求

7991 年3 卒月
数総人求

69 ～年 79 年
8991 年3 卒月

数総人求

79 ～年 89 年

数　減　増 率　減　増 数　減　増 率　減　増

計合 996,093 　人 264,145 　人 367,051 人 6.83 　％ 742,576 　人 587,331 人 7.42 　％

系科文 878,502 　人 336,552 　人 557,94 人 2.42 　％ 452,933 　人 126,38 人 7.23 　％

系科理 128,481 　人 928,582 　人 800,101 人 7.45 　％ 399,533 　人 461,05 人 6.71 　％
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　従業員規模別に求人総数をみると、中堅・中小企業（従業員1,000人未満）は昨年より8.5
万人（18.0％）増加の55.4万人であるが、大手企業（従業員1,000人以上）は昨年より4.9万
人増加し12.1万人（68.1％）と大幅な増加となった。
　この結果、従業員規模別求人倍率は、中堅・中小企業3.11倍、大手企業0.54倍となった。
　大手企業の求人総数は昨年より大幅に増加したが、大手企業への就職希望者数（学生の55.9
％）は求人総数に比べ多く、依然として大手企業の求人倍率は0.54倍と、1.0倍を大きく下回っ
ており、学生にとっては狭き門となっている。

■大卒求人倍率（従業員規模別）

■求人増減率（従業員規模別）

●中堅・中小企業は3.11倍、大手企業は0.54倍
従業員規模別
参考

数総人求 )A( 職就業企間民
数者望希 )B(

るす対に数総人求
数足不過の者望希

)A-B(

率倍人求 A( ／ )B

計合 742,576 人 )%001(
264,145( 人 ))%001(

000,304 人 )%001(
008,373( 人 ))%001(

▲ 742,272 人
(▲ 266,761 人)

86.1 倍
54.1( 倍)

0001 満未人 238,355 人 )%0.28(
822,964( 人 ))%5.38(

009,771 人 )%1.44(
000,271( 人 ))%8.44(

▲ 239,573 人
(▲ 822,792 人)

11.3 倍
37.2( 倍)

0001 上以人 514,121 人 )%0.81(
432,27( 人 ))%5.61(

001,522 人 )%9.55(
008,102( 人 ))%2.55(

586,301 人
665,921( 人)

45.0 倍
63.0( 倍)

計推るよにチーサリトールクリは数者望希職就業企間民）１注　　　　　　　　　　　　　　　　
値数の年昨は内）　（）２注　　　　　　　　　　　　　　　　

6991 年3 卒月
数総人求

7991 年3 卒月
数総人求

69 ～年 79 年
8991 年3 卒月

数総人求

79 ～年 89 年

数　減　増 率　減　増 数　減　増 率　減　増

計合 996,093 　人 264,145 　人 367,051 人 6.83 　％ 742,576 　人 587,331 人 7.42 　％

0001 満未人 402,623 　人 822,964 　人 420,341 人 8.34 　％ 238,355 　人 406,48 人 0.81 　％

0001 上以人 594,46 　人 432,27 　人 937,7 人 0.21 　％ 514,121 　人 181,94 人 1.86 　％
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　「製造」「流通」はそれぞれ求人総数が５万人以上増加しており、求人倍率も2.05倍、4.34倍
と高い。
　しかし、「金融・保険」は求人総数の伸びが2,022人（8.5％）増と、他業種に比べて低い伸
びとなった。また、「製造」「流通」「情報・サービス」は全て就職希望者数が増加しているが、
「金融・保険」のみ就職希望者数が4.40万人から2.95万人へと大きく減少（1.45万人：33.0％
減）したため、求人倍率は昨年（0.54倍）よりも0.33ポイント増加して0.87倍になった。そ
の結果、昨年までは「金融・保険」が最も狭き門だったが、今年は「情報・サービス」（0.61
倍）と逆転した。

■大卒求人倍率（業種別）

●「流通」「製造」は求人難、「情報・サービス」「金融・保険」は就職難
●「金融・保険」は求人数は微増したものの、就職希望者が大幅減少（1.45万人減）
したため、求人倍率は0.54倍から0.87倍に上昇し、就職難和らぐ

　業種別　
参考

数総人求 )A( 職就業企間民
数者望希 )B(

るす対に数総人求
数足不過の者望希

)A-B(

率倍人求 A( ／ )B

業造製 165,092 人
557,332( 人)

007,141 人
009,631( 人)

▲ 168,841 人
(▲ 558,69 人)

50.2 倍
17.1( 倍)

業通流 245,352 人
534,691( 人)

004,85 人
006,84( 人)

▲ 241,591 人
(▲ 538,741 人)

43.4 倍
40.4( 倍)

険保・融金 717,52 人
596,32( 人)

005,92 人
000,44( 人)

387,3 人
503,02( 人)

78.0 倍
45.0( 倍)

スビーサ・報情 824,501 人
775,78( 人)

004,371 人
003,441( 人)

279,76 人
327,65( 人)

16.0 倍
16.0( 倍)

計推るよにチーサリトールクリは数者望希職就業企間民）１注　　　　　　　　　　　　　　　　
値数の年昨は内）　（）２注　　　　　　　　　　　　　　　　

■求人増減率（業種別）

6991 年3 卒月
数総人求

7991 年3 卒月
数総人求

69 ～年 79 年
8991 年3 卒月

数総人求

79 ～年 89 年

数　減　増 率　減　増 数　減　増 率　減　増

業造製 600,671 　人 557,332 　人 947,75 人 8.23 　％ 165,092 　人 608,65 人 3.42 　％

業通流 227,631 　人 534,691 　人 317,95 人 7.34 　％ 245,352 　人 701,75 人 1.92 　％

険保・融金 029,71 　人 596,32 　人 577,5 人 2.23 　％ 717,52 　人 220,2 人 5.8 　％

報情 ･ スビーサ 150,06 　人 775,78 　人 625,72 人 8.54 　％ 824,501 　人 158,71 人 4.02 　％
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　地域別にみると、全ての地域で1.0倍を上回る数字になっており、最も低い「首都圏」でも
1.19倍で、昨年（1.05倍）より0.14ポイント上昇している。
　「北関東」（6.38倍）、「北陸・甲信越」（4.42倍）、「四国」（4.16倍）、「中国」（3.96倍）、「近
畿」（3.78倍）では、3.0倍を超える高倍率となっている。

　　　　  ■大卒求人倍率（地域別）

●「首都圏」は1.19倍と最も低く、学生にとって狭き門
　地域別　
参考

数総人求 )A( 職就業企間民
数者望希 )B(

るす対に数総人求
数足不過の者望希

)A-B(
率倍人求 A( ／ )B

道海北 577,41 　人
（ 240,11 ）人

009,9 　人
（ 006,8 ）人

▲ 578,4 　人
▲（ 244,2 ）人

94.1 　倍
（ 82.1 ）倍

北　東 775,52 　人
（ 325,62 ）人

052,01 　人
（ 006,9 ）人

▲ 723,51 　人
▲（ 329,61 ）人

05.2 　倍
（ 67.2 ）倍

東関北 358,23 　人
（ 792,82 ）人

051,5 　人
（ 006,4 ）人

▲ 307,72 　人
▲（ 796,32 ）人

83.6 　倍
（ 51.6 ）倍

圏都首 109,442 　人
（ 901,791 ）人

054,602 　人
（ 003,881 ）人

▲ 154,83 　人
▲（ 908,8 ）人

91.1 　倍
（ 50.1 ）倍

越信甲・陸北 441,45 　人
（ 303,93 ）人

052,21 　人
（ 000,21 ）人

▲ 498,14 　人
▲（ 303,72 ）人

24.4 　倍
（ 82.3 ）倍

海東・部中 424,66 　人
（ 870,75 ）人

052,63 　人
（ 007,03 ）人

▲ 471,03 　人
▲（ 873,62 ）人

38.1 　倍
（ 68.1 ）倍

神阪京 389,09 　人
（ 430,37 ）人

004,96 　人
（ 009,07 ）人

▲ 385,12 　人
▲（ 431,2 ）人

13.1 　倍
（ 30.1 ）倍

畿　近 277,02 　人
（ 792,71 ）人

005,5 　人
（ 091,6 ）人

▲ 272,51 　人
▲（ 701,11 ）人

87.3 　倍
（ 97.2 ）倍

国　中 432,25 　人
（ 909,13 ）人

002,31 　人
（ 012,01 ）人

▲ 430,93 　人
▲（ 996,12 ）人

69.3 　倍
（ 31.3 ）倍

国　四 413,42 　人
（ 033,91 ）人

058,5 　人
（ 006,4 ）人

▲ 464,81 　人
▲（ 037,41 ）人

61.4 　倍
（ 02.4 ）倍

州　九 962,84 　人
（ 045,04 ）人

008,82 　人
（ 001,82 ）人

▲ 964,91 　人
▲（ 044,21 ）人

86.1 　倍
（ 44.1 ）倍

計推るよにチーサリトールクリは数者望希職就業企間民）１注
　　　　　　　　　　　　　　　値数の年昨は内）　（）２注



－9－ 第14回　大卒求人倍率調査

推計方法

　 ■求人総数を推計する際の集計手続き

　 ■ウエートバック定数

　集計社数の従業員規模別の社数構成が、事業所統計（総理府総務庁統計局1991年調査・会社
企業編）の企業常雇規模構成に等しくなるよう、回答社数をウエートバックした。
　ただし、抽出母集団は５人以上の企業であり、４人以下の企業は含まれていないため、事業
所統計の企業数のうち従業員数「０～４人」の企業を除いた780,152社にウエートバックして
いる（ウエートバック定数は下図参照）。

求人倍率＝求人総数／民間企業就職予定者数

模規員業従 数社答回 数定クッバトーエウ

5 ～ 92 人 992 8.4802

03 ～ 94 人 301 0.046

05 ～ 99 人 202 7.342

001 ～ 992 人 236 3.84

003 ～ 999 人 3201 8.3

0001 ～ 9991 人 934 3.3

0002 ～ 9994 人 752 0.3

0005 　上以人 011 5.3



－10－ 第14回　大卒求人倍率調査

推計方法

文部省「学校基本調査」より、

①1996年度の大学３年生および４年生の在籍者数（1996年５月１日現在）に過去５年間の実
績を元に、進級率および留年率を乗じ、
②1997年度の大学４年生への進級者数および同年度の４年生留年者数を算出し、その合計数
（現在の大学４年生の在籍者数）を推計
　次に、過去５年間の実績を元に、最新年の卒業率、就職率および民間企業就職率を推計し、
③1997年度・卒業予定者数
④1998年４月・就職予定者数
⑤1998年４月・民間企業就職予定者数
　を推計する（→以上の手続きを各学歴別、文理別に行う）。
　＊大学院も同様の手続きで推計した。

　 ■民間企業就職予定者数

　1998年３月卒業予定の大学４年生を対象とした調査結果をもとに、企業規模別、業種別、地
域別の就職希望者数を推計した。
調査対象　1998年３月卒業予定の大学４年生男子148,045人、女子51,962人
回収数　　男子11,742人（回収率7.9％）、女子7,239人（回収率13.9％）
調査期間　1997年３月１日～３月16日
調査方法　調査票を郵送し、電話（プッシュ回線）で回答
推計方法　①企業規模別就職希望者数の推計
　　　　　　（民間企業就職予定者数）×（各規模への就職希望率）
　　　　　②業種別就職希望者数の推計
　　　　　　（民間企業就職予定者数）×（各業種への就職希望率）
　　　　　③地域別就職希望者数の推計
　　　　　　（民間企業就職予定者数）×（各地域への就職希望率）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（→以上の手続きを文理別に行なう）

　 ■企業規模、業種、地域別の就職希望者数

1996年度・大学３年生在籍者数

　　　　　　　　　×進級率

1997年度・大学４年生進級者数

1996年度・大学４年生在籍者数

　　　　　　　　　×留年率

1997年度・大学４年生留年者数

1997年度・大学４年生在籍者

              ×卒業率

1997年度・卒業予定者数

　　　　　　　×就職率

1998年４月・就職予定者

　　　　　  　×民間企業就職率

1998年・民間企業就職予定者

①

②

③

④

⑤


